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はじめに

筆者は，インド研究のためロンドシ大学の Institut号

。fCommonwealth Studiesに派遣されていた謝に会ィ・ 1

ンドのみならず一般に！日イギリス植民地の研究のために

はイギリス常国（BritishEmpire，以下で帝：宣言と絡記す

るととがある〕およびコモンウエルス（日本では通常笑

連邦の訳語をあてる）について全体的に理解する必要さが

あることに気がついたn ことにのぺるのはそのためのプ

ランであり，その意味で，小論は家者の帰国報告の一書B

をなすものである（注1）。

とのような方向の研究は，たとえばイギリスでこそイ

ギリス常国史（BritishImperial History〕あるいは英連

邦研究（CommonwealthStudies）として定着ーしている

が，日本では．社会科学においても人文科学においても

イギリス自体の研究者は非常に多いにもかかわらず，イ

ギリスとその植民地どをあわせて現解ナることろみがこ

れまで非常にすくなかった。そのような状態では，イギ

リス静岡ないしコモンウエJレスについてなにか概括的な

ことをのべるのは時期尚早であろう。しかL, l研究上の

専門関空撃がすすすんでいる状態を考えると，その構成部

についてのケース・スタディのつみあげから帝国・コモ

ンウエノレスの全体像が自動的にう生れてくることは期待

しがたいので，小干潟のようなプランの提示も意味がある

と考える。

小稿は， Wを本論とし， Iではそのための前提として

帝国・ 3 モンウェルスの時期区分を試論的に行ない， E
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もIVへのまえおきとして帝国・コモンウエルスの構成要

素を慨観寸る。 Illでは．行論全体への線定としてイギリ

スのイメージについて若=rの検討を加える。 IVでは，以

上を前提として，経済，労働移民，法律，政治，軍事と

いった研究の諸領減をのべるが，筆者の関心iこしたがっ

て最後の 2者に重点をおく。

用語につuて一言しておく必要があるのコモンウエノレ

スl土，はじめ BritishCommonwealth of Nationsとし、

い， もともとイギリス子育園の一部であって，日でのべる

ようにイギリスと内入自治領諸国のみをさした。したが

って，ある持期までJ帝国がつづきそれがコモンウエルス

にとヮてかわられた，というものではなu、が， 1947年の

。イン：ごとパキスタンの独立を契機として帝濁内部のコモ

ンウエルスの比重が増大し，今日ではコモンウエノレスに

鴻さない帝国の部分は非常に縮小され，帝国の諾も一般

にはほとんど用いられなくなっている。したがやで，君主

史的な過程をふくむ広い概念としては殺蕊およびコモン

ウヱルスと併記することが必要である。

(i.tl) 小稿は， 51年5月から 2月にかけて，アジ

γ経済研究所内れよび所外の数問の研究会などて；それ

ぞれその一郎を発表しているのど批判予こ助言そくだ

きっ t:}J々 にお干し中 Lあげたい。

I イギリス帝国・コモンウヱルス史の

時期区分

イギリス常国・コモンウヱノレス史を研究するにあたっ

て，どの時期を対象にえらぶかは大きな問題である。小

潟は1815年，すなわおワーテノレロー（Waterloo）の戦観

によってナポレオン戦争が終結した時から現在までの約

160年間を対象としたい。

これには歴史家の異論があるにちがu、なし、。イギリス

の植民地体系は，アイルランドをJJIHこすれば， 1701年か

ら13年までのスペイン継承戦争にはじまる181笠紀のフラ
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ンスとの一連の戦争によって成立したものである。これ

らの戦争，とりわけアメリカ独立戦争は，預インドの砂

糖植民地をめぐるものであった。 1791年にフランス革命

戦争がはじまると，はじめこれを英仏の商インド争奪の

あらたな展開として理角草した小ピットは大兵力をカリブ

海に派遣したほどである（ItI）。イギリス帝国史を19～20

世紀に限定して理解しようとするなら．それはこのよう

な暦史的経過をかえりみず．問題をわしリj、fとすることに

なるのではないか。また，通常アメリカ独立までのイギ

リス帝国を第 1帝国（FirstEmpire）‘それ以後を第2常

国（SecondEmpire）とよんで時期を分ける行‘方をも無視

するものではないか。

このような異論は十分根拠をもつものである。この問

題は，結局は，イギリス帝国・コモンウヱノレスの研究に

おいて歴史に重点をおくか，現状に主主点をおくか，の問

題となるものであろうのもとより，この河者－は密接な関

連をもつべきものである。しかし，空襲者は，帝国とコモ

ンウエルスの研究がそれ自体自己目的ではなく，それを

もって，今日のl吐界におけるアジアその他の「第31仕界」

の方rNJと可能性を見定めるひとつの手がかりと考え，そ

の意味で，帝国とコモンウエルスの研究が非常に大きな

現代的意義をもつものと考えている。このような観点、；こ

たつならば，研究の対象時期をさしあたり 19～20世紀に

限定するべきであろう。もとより，物事がすべて1815年

からあらたにはじまるわけではなく， 18世紀以前からの

継続を無視することができないのは当然である。

つぎの問題は時期区分の基準であるのこれには，イギ

リス史自体についての一定の時期区分を帰国全体iこ適用

する場台，関税など帝国内経済政策の変化々自治領の形

成，主要組民地の独立達成などを画期とする場合など，

いくつかのものが考えられる。筆者は，試論的に， H上界

的にみた場合のイギリス帝国の軍事カの相対的な強弱を

基準として前記の 160年間を六つの時期にi三分十る方法

を提示したいと考える。

その第1のi時期はワーテル口ーからクリミア戦争 (18

53～5めまでの約40年間である。この時期は，イギリス

において，そしてひとりイギリスのみにおいて産業革命

が終γした時期であり，経務カと世界最強の海軍どを背

：授にしたいわゆるパーマーストン外交が燥関L, イギリ

スのi仕界的地位はその絶頂にあゥた。ただし帝国の版

依｜が最大となるのはより後の時期である。この時期lこ，

骨子闘の重心は，インド支配の確立によって大きく東方に

移動している。
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第2の時期はクリミア戦争tこはじまる約30年間であ

る。この戦争Jま，イギ、リスにとって， 1815年から1914年

の期間におけるヨーロツパ強国相手の唯一の戦争である

が，それはイギリスおよび帝国の箪事的弱体を一度に露

呈することになり，それによってイキ、リスのヨーロッパ

列強間の発言力と威信が低下した。パーマーストンはこ

の期間にも1865年の死にいたるまで首4相としてイギリス

外交の最高責任者であった。しかし， 1863年のポーラン

ド問題， 63～64年のシュレスウィヒ・ホルスタイン問題

の処理にみるように住民ヨーロッバにおけるかれの影

響力はクリミア戦争まえにくらべてはるかに小さいもの

となヴていた。 i司じくイギリスの地位の低下をしめすも

のに， 1870年のフランスとヅロシアの開戦が待の第1次

グラ、ソドストン内海自にとって寝耳に水であった事実があ

る（注3）。イギリスはここでヨーロッパ列強の箪備強化iこ

対応するための米政改革に着手し，こうしてイギリスの

帝国主義への転化が外部的iこ促進される。

第：iのH寺期i土， 1880年代および90年代の約20年間で，

この間にイギリスの帝国主義への転イとがなされ，帝国全

体の軍事｛じがすすんだ。いま，主算事街でのそれらの主婆

な指標をあげるならば， 80年代にかぎってみても，エ

ジプト内領（82作ふ首相のもとに植民地妨衛委員会

(Colon凶 Def呂町eCommittee）設置（85年），第 1凶の

植民地会議（ColonialConference）召集と軍事問題の討i

議（87年〕，フランスおよびロシアを対象とするイギリ

ス海箪の f対2カ間基準Two-PowerStandard」の設定

と海副坊待i法（NavalDefence Act）とによる拡張開始

く88～89年），ノ＼ーティントン報符（HartingtonCom-

mi日 ionReport）による軍政の大改革：の提案（89年〉な

どがある。列強との対立iてに摺li.!:J:!il獲得のテンポは!r－ま

り，帝国の規模はおよ張L，泣紀のかわり自にはボーア戦

争（1899～1902）に突入する。

祭；4の待期はそのボーγ戦争から第 1次大戦までの10

数年間で，この戦争を通じてふたたび箪率的弱体を銭呈

されたイギリスが，従来のブランスおよびロシアを仮想、

数とするill：界戦略からドイツを目標とするそれに転換を

とげ，それに応じて帝国全体も戦争への準備にとりかか

る。

第51土第 1次大戦から第2次大戦i口、たる時期，第6

i土第2次大戦以降の時期であり，これを通じてイギリス

の世界的なJt主主力：低下し，後！羽・コモンウヱルスの箪事

的一体性も弱まる。

小潟では1815浮からの併問・コモLウエルスをひとつ

ララ



Ⅱ　帝国およびコモンウエルスの構成要素

1977050058.TIF

研究ノート

のまとまりとして理解することをねらいとしており，時

期区分もそのための手段のひとつである。その場合に軍

事史似1観点を基準として用いたのは，それによってすべ

てを一元的に説明するためでないことはいうまでもな

い。これは区分のためのひとつの提案であって，他の観

点からなされるこころみと交錯させて総合的な把握にい

たることが必要である。ただし，一般的に政治史が経済

史の問題を集約的にしめすものであるとするならば軍事

史はさらに政治史の問題を集約して表現するものであっ

て，この意味で軍事史の役割を重視する必要があると考

える。

イギリス帝国は， 19世紀なかばから相対的にその地位

が低下し，そこへ第1次大戦において大きな被害をこう

むった。にもかかわらずこの帝国が最大の版図をもつの

は第1次大戦のあとのことであるo 各自治領の自治権要

求や植民地の民族運動はこの時期に非常に力をえたもの

になりた。

つぎに，帝国の構成部分の問題にうつろうの

(tt:.1) Barnett, C., Britain and Her Anr1: 

1509-1970, Pelican Books, Harmondsworth and 

Ringwood, Pen喧uinBooks, 1974 (First published in 

1970), p, 234. 

（注2) Pemberton, W. B., Lord Palmerston, 

London, Batchworth Press, 1954, pp. 323-348. 

（注3〕 Foot, M. R. D.，“Gladstone, William 

Ewart，” Eηcyclopaedia Britannica, Macropaedia 

Vol. 8, 1974, p. 179. 

II 帝国およびコモンウエルスの構成要素

第1表にみるように，現在コモンウエルスにはイギリ

スのほかに35カ国が加担している。イギリスをふくめた

コモンウエルスの人口は約10億（インド，パングラ・デ

ーシ2国で約7億）と推定され，世界総人口の4分の 1

にあたる。これらはいずれも独立国であり，帝国の本来

の遺物というべきイギリスの直轄植民地は，ベリーズ

(Belize, もと英領ホンジュラス〕， パミューダ，プルネ

イ，ジブラルタノレ，香港，セント・へレナその他にかぎ

られてしまっている。人口の点からみれば，その中で香

港の比重が圧倒的である。

これは，長近の，とくに1960年代以降の形態である。

より歴史的にみるなら，イギリス帝国は，イギリス本国

（連合主悶），自治領，インド，その他の楠民地の四つの

構成部分からなり立っていた。

ぅ6

自治領（Dominion）としてみとめられていたのは，第

2次大戦までは，ニュージーランド，カナダ，オースト

ラリア，ニューファンドランド，南アフリカ，アイルラ

ンドの6カ国である。これらの多くは，第1次大戦での

イギリスへの協力の実績を背景に講和会議にその代表を

送り，講和条約に署名し，また国際連盟の加盟国となっ

た。そのあるものは連盟から委任統治領をあたえられた

が，南アフりカはその時の委任統治領ナミビア（南iア

フリカ〉を現在なお不法占領してL、る。自治僚の名称、が

採用されたのは1907年の植民地会議であったが，この会

議は，次回からその名称を帝国会議（ImperialConfer-

ence）とあらため，それまでのイギリス植民地相にかわ

って同首相が議長をつとめることを決定した。植民地会

議にせよ帝国会議tこせよ，第 1次大戦まではイギリスと

自治領のみで構成されるものであった。 1925年には，イ

ギリス政府に自治領省が植民地省から分離して新設さ

れ，各自治領との関係を処理することになった。

1920年代には．カナダ，南アフリカ，アイルランドが

中心となり，イギリスにたいする自治領の問機，平等の

要求がつよまった。 26年の帝国会議は，時のイギリス枢

相パルフォアを長とする小委員会の提案にもとづいて，

イギリスと前記の 6自治領が， 「イギリス帝国内部の自

治的な諸共河社会で，平等な地位をもち，イギリス留玉

にたいする共同の忠誠によってむすばれてはいるが内政

外交のどの分野でも，いかなる形でも 1が他に従属して

L、ることはなく，ヅリティッシ・コモンウエyレス・オヴ

．ネーションズのメンパーとして自由にむすびついてい

るJという有名な定義を採択した（注1）。イギリス議会は

これにもとづいて31年にウエストミンスター法（Statute

of Westminster）を制定し，同法を閣内法として採択し

た自治領にたヤしては，その重要請とll'i］意がなりればイギ

リス議会はもはや立法権をもたないとした。

1947年までのコモンウエルスは，このようにイギリス

と6自治領とにかぎられていた。カナダ，南アフリカ，

アイルランドは，あまり聞をおかずにウエストミンスタ

ー法を承認したが，オーストラリ？とニュージーランド

は40年代にようやくこれにならい，ニューファンドラン

ドは承認の機会をもたぬまま第2次大戦後カナダに合体

した。大戦後には，アイルランドと南アフリカとがコモ

ンウエルスを税退した。

つぎに，インドは， 1947年のインドとパキスタンの分

離独立にいたるまで，経済面，主挙事前での，また帝i翁の

威信にとってのその特別の重要性のため，イギリス植民
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第 1表 現在のヨモンウエノレス加盟霞一覧
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l和国）
1960く共和以，
コモンウエノレス
加盟は1961)

キプロス（Cyprus)

シェラレオン I 1961 (1911，乙共
(Sierra Leone) Iヂ（l[a五）

タンザニア（Tanzania, I 1961 (1962に共
1965までタンガニカ ｜和国）
Tanganyika) I 
ジャマイカ（Jamaica,1958j 1962 
から62まで凶インド連邦！
West Inrlies Federation) i 

の一首）

トリェダード・トハコ
(Trinidad and Tobago, 
1958から62まで西インド
連邦の一部）

ウガンダ（Uganda)

ボツワナ（Botswana)

1,044(1970) :I レゾト（Lesotho)
バルベドス（Barbados,
1958から62まで阿／ンド

5 .567 (1963)' 述%の一部）

1965(1970に共 32(1963) 
和国

1965（共和国） 207(1970) 

1966(19701と共 74(1971) 
和国）

1966（共和国） 63 (1971) 

1966（モ制） 97(1966) 

1966 25 (1973) 

63 (1973) i＇モーりシャス（ Mauritius)I四 8

スワジーランド I 1968（王制）
(Swaziland）白

ブウ Jレ（Nauru) I 1968 （共和国）
フイジー（Fiji) I 1970 

トンガ（Tonga) I 1970（王制）

丙サモア I 1910＜王制）
(Western Samoa〕

218(1963) 

1,223(1967) 

186 (1970) 

83(1972) 

37 (1966) 

1 (1972) 

48(1966) 

8 (1966) 

15 (1971) 

ハンゲラ・デーシ I 1911 ＜共和問，コ I1,132(19nl 
(Bangla Desh) Iモンウユノレス加

盟は1972)

93(1970) I バハマ（Bahamas)

iiグレナダ（Grenada)

｜｜パプア・ニューギニア
1, ll 7 (1974) : (Papua New Gui凶 a)

1973 

1974 

1975 

17 (1970) 

11 (1973) 

i…） 
5(1971) 

（出所〕 国名は Butler,D. and A. Sloman, British Political Facts 1900-19'15, 4th ed., London 旦nd

Basingstoke, Macmillan, 1975, p. 362の表を一部修正。人口は Paxton,J. ed., Statesman's Year-Book 

19'15-1976, London and Basingstoke, Macmillan, 1975ーによる。

地のなかでそれ自体でひとつの独自のカテゴリーであっ

た。 1858年に東インド会社から王領に移管されるとイン

ド省が設置され， 1877年 1月1日以降はヴィクトリア女

王はじめ代々のイギリスの君主はインド女帝または皇帝

と称した仇2)o 

最後の構成部分をなしたのはインド以外の植民地，保

護国，委任統治領などである。これらはほとんどがイギ

リス植民地省の管轄下にあったが，南ローデシア（現ロ

ーデシア）のみは自治領省のもとにおかれ．また名目上

エジプトと共同統治したスーダンは外務省の所管であっ

だ。様民地省が独立したのは1854年である。ローヂシア

は，自治領としてみとめられるまえに，植民地主しての

地位のまま1965年に一方的に独立を宣言し，コモンウエ

ノレスとの関f系をたっている。

帝屈が，イギリス；本国，自治領，インド，その他の:Ji/[

氏地の四つの部分からなるとし、う構成が典型的にみられ

たのは， 1922年のアイルランド独立から47年のインド，

パキスタンの独立までの時期である。この構成に対応し

た自治領省，インド省，植民地省の3系統の官官事jもこの

時期にでき上った。イギリスは，この間，自治領諸国の

う7
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権利をみとめると同時に，お年のインド統治法（Govern・

ment of India Act）制定の過程でインド、にたし、する自治

領の地位の承認を延期し（注3），そうすることによって一

方における 6自治領，他方におけるインドおよびその他

の植民地のあいだに一線をひいた。 6自治領のうち五つ

が白人種の固で，もうひとつの南アフリカも，納氏；地中

で特別あっかいをうける南ローデシアとともに，少数の

臼人のみに政治的権利をみとめていたからイギリス帝

国は非1常につよく人稀主義的性格をおびていたといえる

であろう。なお，現在，人口iこ占める白人の比率は，南

アフリカが6分のしローデシアが22分の lである。

1947年にインド，パキスタンが独立したのは自治領と

してであったが，これは暫定的な措置で，まもなく，ま

ずインドが50年にイギリスの王権，議会，裁判所とまっ

たく関係をもたない憲法を昔話~し，医三五が任命する総督

にかわって大統領をもっ共和国となった。すでにアイル

ランドがこのような憲法を36年にもったことがあるが，

同国は49年にコモンヴエルスを脱退しどので，コモンウ

ヱルスとしては，あらたに，ウエストミンスター訟の原

則jをとらなャインドをu、かにその内部にとどめうるかの

問題に直面することになった（注4）。いうならば，共和国

インドのコモンウエルス残留が， 60年代以降にアフリ

カ，商インドその他でイギリス植民地が大量に独立をえ

た時，それらを大統領制の共和国あるレは総督市jの自扮

領としてコモンウエルスにつなぎとめる道をひらいたの

である。現在アフリカのコモンウエルス国は12あるが，

そのうち10までが共和聞である。これにたいし，カリフ

地域には六つのコモンウエルス国があるが，共和国は2

カ闘のみで，他の4カ闘は自治領である。これらの新興

諸国において，規模の大小はかならずしも共和国か自治

領かを左右しない。たとえば，カリブ諸問の場合，人口

最大のジャマイカはいまなお自治領であるのにたU、し，

これまで同じく自治領であった人口約半分のトリニダー

ド・トパゴは76年に大統領をもっ共和国に移行した。

かつXコモンウエルスのなかでイギリスと対等の権利

を有していたアイルランドと南アフりカが脱退したの

は，それぞれに歴史的理由のあることである。この両国

のほかにも，かつての椴民地，保護属，委任統治領など

が独立を達成するに際しコモンウエルスへの参加を欲し

なかった場合が非常に多い。すでに大戦間の時期にも，

保護図エジプトと委任統治領イラクが独立し，すくなく

とも名目上は帝国の外に去った。戦後は，ビ、ノレマ，スー

ダン，南イエーメン（アデン〉などの植民地，ソマリー

ラ8

ランにオー7 ン，クエート，マルダイヴ，パーレン，

カクール，アラブ首長国連邦などの保護国，ヨルダン

〔！日名トランスヨルダン〉，メレスチナなどの委任統治領

がコモンヴエルスの外部での独立をえらび，ローデシア

は一方的に独立を宣言し，またパキスゲンは秒、主主とと 'I:,

に加盟したが後に脱退した。

このように，現在のコモンウエルスの範囲からは，と

くに中東においてイギリスが有してきた勢力というもの

を知ることはできないのである。事実，中東ではキプロ

スがコンモウヱルスiこ参｝JUしているのみであり，地中海

を経山する伝統的なイギりスのインドへのルートでも，

直轄植民地ジブラノレタルのあとはマルタとキプロスのみ

がコモンウエルスにのこされている。現在のコモンウエ

ルス諸国についても，それぞれの他の加盟諸国とのきず

なのつよさを総合的に吟味してみなければならない。レ

ずにしても，イギリス帝国研究においては， Iにのべた

時代的限定を考慮しながら，帝国を構成したすべての地

域をこれにふくめることが必要である。

これらの諸地域のなかには，従来の日本の学聞がイギ

リスとその常国とを統一的に理解する努力をほとんどし

てこなかったために，わが国ではあまり研究されていな

ヤものが少くなくない。そのような地域の例として，カ

ナダとカリブ諸国の二つの場合をとりあげて，帝国史の

枠内でのそれぞれの問題点のご，三にふれよう。

自治領のなかで自治潅の幾得の過程がもっとも早くは

じまったのはカナダであって， 1839年のダーラム報令

(Durham Report）から67年の英領北アメリカ法（British

North America Act，現在にいたるまでのカナダ憲法）

にいたる時期はコモンウエルスの誕生の時期とu、われる

（注5）。つぎに，カナダは大戦間の時期以来アメリカとの

関係が密接で，時としてイギリスとアメリカの仲介役と

なっている。さらに，カナダではフランス系住民の比重

がたかく， 1971年のセンサスでは人口の 30%近くを占

め（注6），とのことが国民的統合の達成にとって大きな問

題となっている。現に，昨76年11月には，フランス系住

民が集中しているケベック州の州議会選挙で，ケベック

州の分離を主張するケベック党（PartiQuebecois）が多

数をliめたο

ジャマイカその他のカリブ諸国はもともと砂糖の供給

地として発筏させちれたもので，これと交換にイギリス

が輸出したものがその栽培労働力としての西アヴリカの

奴隷であり， 17～18世紀にはリヴァプールを起点とする

ー；／：1三烏の「大三角貿易jがイギPスに巨富をもたらし
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た。砂糖は，現在でも，国連貿易開発会議（UNCTAD)

のコア10品目のなかで発展途上国の輸出額で上位にある

商品だが（注7），輸出国保ljは毎年値上げを要求し，その結

果1974年にイギリスが一時深刻な彬梧不足になやんだこ

とがある。カリプのコモンウエルス諸国が現在の世界の

砂糖貿易に占める割合はあまり大きくはないが，それに

してもこれは歴史の復讐を感じさせることであった。 19

世紀の奴隷解放後に労働力を補充するため導入されたの

はイン lごからの移民で，かれらは，とくにガイアナ， ト

リニダード・トパゴ、の両コモンウエルス国とスリナーム

(Surinam，旧名オランダ領ギアナ〉に多い。人種的，民

族的な待成は一般に複雑で，人口わずか200万のジャマ

イカも「多くの人々からひとつの国民をJ(Outof Many, 

One People）を標語とし，紙幣にも印刷している。軍事

的なカリフ守地域の価値は19f!t*己以来低下した。しかし18

1校紀にはこの地域全体がフランスとの争奪の対象となっ

たので，ロドニー（GeorgeRodney）やネルソン（Horatio

Nelson）などの当時のイギリスの提督はこの地方の水路

を熟知していたといわれる。

イギリス帝国あるいはコモンウエルスの研究である以

上は，それにふくまれてきた地域を問題にする場合，ど

こであれそれを孤立的にとりあげるのではなく，できる

だけそれを帝国内の諸関連のなかであっかうことが要求

されるであろう。また，帝国以外の諸島地域についても，

必要に応じて帝国との関迷を問題にするのは当然であ

研究ノート

pp, 30--58. 

く注 6) P眠 ton,J. ed., The Stat間再開’sYear-

Book, 1975-1976, London and Basingstoke, Mac-

millan, 1975, p. 240. 

（注7〕 遜産省編『通商白書総論J (1976年版）大

続行印刷IR'; 1976年 157ベージ。

III イギリス帝国史のー批判

明治以降の日本の思想史のなかには，はやくも明治10

年代の自由民権運動の時期から，イギリス帝国あるいは

イギリス帝国主義への批判があらわれていた。幸徳秋水

がその記念すべき『帝国主義』をあらわしたのはボーア

戦争さなかの1901年である。 15主f.戦争の時期iこなると，

イギリス批判に託した形で日本自身への批判をのぺた人

々がすくなくなかったことは特記すべきことである。

しかし，近代日本においては，イギリスを崇拝しこれ

を模範とみる心的志向の方がはるかにつよい。そして，

そのことが，国家機構の点でのプロシア＝ドイツ志向と

のあいだに一種の奇妙なズレをつくり出しているかにみ

える。ここで，近代の日本におけるイギリス像，あるい

は英学，英文学のあり方を論ずることはできない。けれ

ども，第 1次大戦の直後の1919年iこ，世界一周旅行中の

w富芦花が仏英連絡船からイギリスの路地がみえてきた

ll寺にし、だいたつぎのような感想は，近代日本のイギリス

への鎖倒をおそらく典型的にしめすものではないだろう

る。 か。 「私共は流石に波立つ心で近づく陸を眺める。これ

（注 1) A Study Group of Members of the が英吉利か。世界の家族会議で首座に坐わる長兄の国は

Royal Institute of International Affairs, The British 

Empire, London, New York and Toronto, Oxford 

Univ. Press, 1937, p. 5. 

（注2) インドが独.＼°1：そ達成した自主のイギリス国王

ジョージ 6世の伝記のひとつは「故後の皇帝j と題さ

れている（Townsend, P., The Last Emperor, 

London, W eidenfeld and Nicolson, 1975）。

（注3) 35年統治法制定をめぐるイギリス霞内の対

立については，拙稿「ボーノレドウィンとガンディー」

（『サルポダヤ』 17巻 3J,J 1977年3月〉を参照。

（注4) インドのコモンウエノレス加入をめぐる諮問

題へのジョージ 6世の対応については Wheeler-

Bennett, J. W., King George VJ, London, Mac-

millan, 1958, pp. 713-716, 719-731を参照。

（注5) Mansergh, N., The Commonwealth Ex・ 

perience, London, W eidenfeld and Nicolson, 1969, 

これか。私が11歳から其国語を学びはじめて40年になる

其英吉利がこれか。其所領に日の入らぬこれが英吉干I]

か。」（注1)

本部では，もっぱら資本主義発達史あるいは議会部民

主主義発達史からする場合どはことなったイギ歩ス像に

到達するため，ごく億単ながら，イギワスとその帝国が

懸史的に， 1，、かにその外部におけるIれ、支配体制に依存

してきたかをみてみたい。

まず， 2度の大戦で苦闘した当の敵手であるドイツの

軍事的強固化は，イギリスとは無関係であったろうか。

この問題を歴史的にみるためには， I Iこのべた時代的限

定をこえて， 18世紀はじめのスペイン継承戦争にまでさ

かのぼる必婆がある。イギリスのヨーロッパ遠征軍をひ

きいたのはイギリス陸軍史上第一の名将といわれるモー

ルパラ（Dukeof Marlborough）であったが，かれの軍

隊の大きな昔話分はドイツ諸国からの傭兵であった。傭兵

59 
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制度自体は当時一般的であったが， ドイツからの大量雇

用は，君主と議会とが丁度l7ill：紀なかばのイギリスにお

けると同じように軍隊にたいする支配権をめぐって対抗

していたドイツ諸国において君主に有利に作泊したとい

われる（注2）。

スペイン継承戦争ののちに，ヅロシアは徴兵fill］をしL、

て陵軍の脊成につとめた。 18世紀なかばの 7年戦争で．

イギリスは，フランスとの対抗上プロシアと同盟してこ

れに資金援助をおこな¥t＇， 主戦場のヨーロッパをプロシ

アにゆだね，みずからはカナダその他での植民地戦争に

専念したのこのパターンはフランス革命・ナポレオン戦

争でもある程度あらわれた。このように， 19世紀なかば

近くまでの 100年以上ものあヤだ，プロシアの式カ；まイ

ギリスの世界戦略のなかに位置づけられ℃L、とので。あ

る。プ μシγ軍国主義の発反はイギリスの支援をぬき；こ

しては十分1理解できない。この武力はがi出の1剖，l～6,1年

のシュレスウィヒ・ホルスゲイン問題の1)1j後にイギ 1) 7., 

から独立しやがてこれと衝突するが，ある程j支支でそ

れはイギリスみずからのまいた援なのである。

イギリスがみずからの外部の古レ体制に依存した例；土

ドイツだけではない。今世紀はじめの日露戦争で帝政ロ

シアが敗北し，革命による内部瓦解の可能性がみえてく

ると，似想、敵をフランスと口シアからドイソiこ切りかえ

つつあったイギリスはこれにつよい懸念をいだく。ロシ

ア敗北の翌年，イギリス陸軍参謀本部は，ロシアを i;・イ

ツにたし、ずる重しとしてJ王子建させる必寝があるとJ孜前：；こ

兵申してし、るが（注3），その場｛l'の関心はもっぱら衛政H

シアのもつ武力にあった。すでに」t和国フランスが19世

紀末からツアーリズムにたU、する有力t{[J,.]j僚がj支柱とな

ってU、たが，イギリスがこれに加ったのである。

「帝国主義の時代」の列強対：，＇1：のなかでイギリスが！$／

fill］主義的権力の武力にもっとも依存した例はロシア以上

に日本であろう。イギリスは，アジアにおいて依存すべ

きカとして 11本と消国ザル、ずれをえらぷかに／丸、ての解

符を H清戦争の紡昇4ひき出したと怠われるが，；！とi斉唱；変

(1900年〉合へて日英同盟の締結にいたる過続で，ロシ

アに対抗L，同時にγジアの民放運動をおさえるための

力として， fl本の武力への依符をつよめたο1885年から

1開必年にかたる日年知｜の大部分のあいだイギ I｝スの政権を

相当したのは保守党のソールズペリーである。 1902年の

第 1次十H終同日目は，かれの首相在任の終りに締結された

もので（注4），世界的規慌での絞初の主殺事，：［i,J盟であり，ボ

ーア戦争によ什てあきらかにされたイギリスの策事的弱
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{;;j;:と溜際的孤立とを日本への依存によってカバーしたも

のであるつその結巣，イギリスは， 1915年の21カ条要求

；こはじまる河本の中国本土進出を事実上黙認することに

なった。また，イギリスは第 1次大戦援に日本のシベリ

ア出兵を要請している。イギリスが口本の軍事力に依存

せざるをえなかったかぎりにおし、て，殺がjの河本帝国主

義を育成したものは同国であったということができるの

である。日本が7＂口シア±ドイ、ソ的な方向の近代｛とをめ

ざしたにかかわらず， 3国同盟iこL、たるまでドイツとの

軍事的協同はほとんどなかった。芦花のイギリスへの｜竜

安i土文化的なものであったが，それはいわば片思いであ

って，イギリスの日本への期待はすくなくとも今世紀の

はじめの40年間においては軍事ーのー訴につきるのではな

かっただろうか。それはドイツの場合とliil織にやがてイ

ギリスみずからにJi作用した。

ユiこ暦史的な事例をのべたが，現在のイギリスについ

てはどうであろうか。ここでも，浅念ながら，イギリス

がカ十ダなどの白人コモンウエルス諸国と協力して，軍

事［i司盟や武器輸出を通じコモンウエルス内外の多くの発

展途上国における専制！の維持と軍事｛とに貢献してし、ると

k寸事実がある。たしかに，武器輸出にしても，イミ（＇｝

スの事前i'l:l額は米ゾ｜山j閣のそれにははるかに及ばない。

1973/74与のそれは米ソおよびフランスにつぐ世界第 4

伎の15j窓ドルであった（註5）。しかし，その輸出先は多妓

にわたっており司 また，紘一近イランが世界ーの武器輸入

国となるにつれてγメリカ，イギリスとも同国市場を；重

視し．この点でイギリスはγメリカの役割を補完しつつ

ある。イギリスにとってイランは中央条約機構（CENT

（））のか］盟関’であるc イギリスのイラン透視の好例はその

最新の主力戦l1ICチーフチン（chieftain）が大盆にイ弓ン

に，そしてい支のところイランのみに輸出されてし、るこ

とである｛注6）。また，ペルシャ湾をはさんでイランと向

きあうオマーンはコモンウエルスl司でもなくイギリスと

軍事同盟をむすんでもいないが，査を近までイギリスの一

部隊がイ弓ン混とともに同国において鎮圧活動をおこな

，みていたのは公然の夜、干訟である。

1968年以来イギリスはスエズ以東からの箪事的撤退を

となえておりヲあるイギリスの耳主宰史家はイギリスがそ

れによ叶て16llt紀徐半の::r:.リザベス朝の時代；こもどっfこ

とLてL、るが併7)，これは事態を単純化Lすぎた見方‘で

あ，，，て，かつて世界中？「撃事察行動J(Imperial Policing) 

(i工むをおこなった帝国の名残りはまだ砂j僚にみとめられ
ー，
'"' 0 
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（法 l) 徳寓健次郎，受『 I=］本から日本へJ c;ヲイE

全集第14巻）芦花全集刊行会 1930年 5ベージ。

（注2) Barnett, op. cit., p. 142. 

（注3) Howard, M., The Continental Com川 it-

ment (Pelican Books), Harmondsworth and Ring-

wood, Penguin Books, 1974 (First published, 1972), 

p. 33. 

（注4) このr,u盟締結を提案したのはランズダウン

外相で， ソーノレズベリ一白身は一般に軍事同盟lζ消位A

l't'1だった。 Taylor, Rーラ LordSalisbury, London, 

Penguin Books, 1975, p. 181. 

（注5) Ruehl, L.，“International Arms Sales 

’fake Off，” E附・opa,Vol目 3,No. 7 (April 1976); 

Times, 6 April, 1976. 

（注6) International Institute for Strategic 

Studies, 1マ＇heAfilitary Balance 1975-1976, London, 

1975.による。

（注7〕 Barnett,op. cit., p. 493目

〔注 8) この諮は干i'JI翠史における一般的/fl語であっ

た正，1,1¥われ，この語を表題とした書物も刊行された。

たとえば， Gwynn,C. W., Imperial Policing, Lon-

don, Macmillan, 1934目

N 帝国およびコモンウエルス研究の諸分野

これまでのベてきたことを前提として， イギ I）ス帝国

とコモンウニr.1レスの研究に，経済，労働移民，法律，政

治，軍事の五つの主要な研究分野があることを論じた

い。ここでは，筆者の関心にしたがって政治と軍事に重

点をおいてのべるが，帝国やコモンウエルスについてそ

の全体像を構成しようとするならば，以上すべての諸分

野をそれぞれ個々に孤立的にとりあげるのではなく，相

互に関連あるものとして扱うことが必要である。その意

味で，本節は共同研究のためのひとつの提案である。

なお， n＊における研究史については穣をあらためて

論ずる予定であるが，これまでのところ，それはほとん

ど経済の領域にかぎられている。

第1，経済。

ここでは，貿易や資本輸出入などから，鰹史的に帝国

の各部分の常悶全体の経済における位置を確定しなけれ

ばならない。なお，このようなぶについてはす？に吉岡

昭彦氏による研究フ。ランがあり（注1），参照する必要があ

る。

現在のコモンウエルス内の経済関係は以前よりもはる
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かにゆるくなってし、る。多くのコモンウエルス屡の貿易

の対イギリス依存度は決して高いものではない。イギワ

スの貿易にお付るコモンウエルス諸国の比重も， 73年に

輸入17%，輸出17%,74年に輸入14%，輸出16%と，同

様に高くない（注2）。けれども，いくつかのコモンウエル

スrl立たとえばニュージーランドでは，輸出入ともにイ

ギリスが第1の相手国であるe そこで，イギリスが73年

からEE Cに加盟して32年のオッタワ帝国経済会議以来

の帝国の経済的結束強化の方向を転換したことがコモン

ウエルス諸国にあたえる影響をみなければならない。現

iこ三ユージーランドはその影響をもっともつよくうける

とL、われ， 75年におこなわれたイギリスのEE C加盟条

件の再交渉で同国のイギリス向けバター輸出がひとつの

問題とされた。

支1と，イギりスとの経済関係の大小を別としても，ア

ジア‘アフリカ，珂インドなどの多くの新興コモンウエ

ノレス諸国が，植民地統治の遺産である貧困とモノカルチ

ュア的経済をいかに克服するかは，今日の「第3世界」

の問題の大きな部分をなしている。

第2，労働移民。

常国あるいはコモンウエルス内部の，あるいはこれと

その外部とにまたがるこれまでの大規模な人口移動とし

ては，（1）アフリカからの奴隷貿易，（2）イギリス，アイル

ランド，ヨーロッパ大陸からアメリカ，白人自治領諸国，

南アフリカ，ローデシアなどへの移民，（3）アイルランド

やヨーロッパ大陸からイギリスへの移民，（4）インド蔵大

陸からセイロン， ビソレマ， 7 ラヤ，モーリシャス，南ア

フリカ，東アフリカ，フ fジー，カリブ海沿岸への移民，

および（5）インド亜大陸と西インドからイギリスへの移

i込をあげることができる。

このうち（1）は主として本稿の時代的限定以前，とくに

18世紀のものであるが，しかし，その結果，今日のカリ

ブ海諸国の多くでアフリカ系住民は人口の大半を占めて

いるつ（4）のインドからの移民は，大部分がイギリス統治

下；こなされたもので，たとえば， インドからの労働者の

第 l船が南アフリカのダーパンに入港したのは1860年で

あり，フィジーへの移民の開始は1879年であった。すで

にのぺたようにカリブ諸国への終れ：点19世紀以来のこと

である。多くの場九インド人労働者の移住は，移｛γ先

における奴隷制度の廃止をその結果としてのプラン子一

ション労働力の欠乏に密接に関連している。したがって

インド人移民の移動は， 19世紀以降における帝国内部の

J次注品の生産とあわせて理解する必婆がある（注3）。な
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お，周知のようにガンディーの非暴力不服従運動は最初

は南アフリカのインド移民のあいだの運動としておこな

われたのである。

(51は主として第2次大戦後のものだが， 71年のイギリ

ス移民法（ImmigrationAct）による規則のために大規模

な移動は終了している。イギリスの71年センサスによれ

ば，外国出生者カ，；zgs万人（人口の5.5%）おり，そのう

ち白人自治領出生者は少数で，他のコモンヴエノレス，ア

イルランド，その他に出生地がほぼ大iJljされるが（注4),

ここにいう他のコモンウエルスとは主にイン F亜大陸お

よびカリブ諸国を意味する。イギリスでの出生者をふく

めて，新興コモンウエルス諸国ならびに現在コモンウエ

ルスを脱退しているパキスタン出身の住民は， 1966年の

102万人〔人口の1.引けからは年の174万人（3.2%）にふ

えたと推定されている（注5）。かれらの居住は地域的に集

中している。たとえばロンドン近郊のサウソーlレ（Sou-

thall）では，約7万人の人口のうち2～3万人はインド

人で，しかもその大部分がパンジャーブからのシーク教

徒であり，このため Iサトレジ河〔バンジャーブ〕の交

流がサウソールをながれているJなどといわれる（注6）。

この（51のグルーフ。は現在イギリスの労働力の職業的構成

の底辺部で大きな位置を占めている。ただし，その一部

は専門的職業その他にも進出しており，たとえばイギり

スの医師の4分の 1が外国人といわれるが滑り，その大

部はインド亜大陸出身と恩われる。

第3，法律。

この分野には大別しでごっの問題があるように思われ

る。ひとつは，イギリスから帝匿の各部分へのコモン・

口一（CommonLaw）の移植，それにもとづく帝国およ

びコモンウエノレス内部の法体系の共通性，イギリスおよ

び白人自治領と新興コモンウエルス諸国との差，裁判所

の役割などである。これらは一般的，基礎的な問題であ

って，帝国ないしコモンウヱルスの各部分において係争

が処理される仕方，枠組に関するものである。なお，帝

国の一部ではコモン・ロー以外の法体系が支両日していた

ことにiUまする必要があるのすなわち， イギリスのなか

でもスコットランドは独自の法をもってし、るし，カナダ

のケベックリ＋｜とモ｝リシャスではフランス法が，セイロ

ン，南アフリカ，ローデシアではローマンェダッチ法が

それぞれ支配Lている。

もうひとつはコモンウヱルスの法的{jl!Ji討ともういうべ

きもの？，その内部における国際関係処理の枠総に隠す

るものである。 Eでのベたウエストミンスター法をめぐ
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る問題はその典型例であろうし，コモンウエルスの発展

にともなっておこったイギリスの国王の称号の変更の問

題もある。

ここでは，もうひとつの例を戦争にたいするコモンウ

エルス各部分の対応の問題にもとめてみよう。大戦時の

時期にアイルランドや南アフリカでは，イギリスが交戦

状態に入っても自治領には中立を維持する権利があると

いう主張がおこ 1 そこから，主権は分割されうるもの

かどうかの議論が生じた（注8）。第2次大戦になると，こ

の両国も他の自治領につづいて参戦したので，子守閣の一

部分が交戦しでも他の部分が中立をたもちうるかどうか

は結局解決をみていない。第2次大戦でアイルランドだ

けは中立を守ったが，同国はすでにお年の憲法でイギリ

ス王権との関係をたち切っていたので，同国が中立をた

もっても王権が分割されたことにはならなかったといえ

よう。

第4，政治。

ここには多くの電要な問題があるム各地の民族運動に

たいするイギリスの対処の仕方，いわゆる権力移譲の具

体的なプロセス，植民地時代の統治機構の独立後におけ

る継承ないし変更，社会主義的思想のイギリスからの移

構など，その数イJIHこすぎない。

また，イギ、リス帝国史の理解には，代々のfギリスの

薪主，首相その抱の代表的政治家，代表的陸海軍人の伝

記が非常に重要である。かれらの生涯には帝国およびそ

の特定の諸部分の問題が密接におりこまれているからで

ある。

以下では，さらに別の問題として，イギリスがはたし

て平和的にその植民地を統治しえたかどうかについて考

えたい。

イギリスによる統治の成功例としてまずあげられるの

はインドであり，ヨーロッメ｝こ匹敵する広さの地域に統

ーーをあたえ，産業交通を発達させ，あたらしい法体系，

司法制度，教育を導入しわずかの軍隊によって長期の

平和を維持したということがいわれる。しかしイギリ

ペはインドに平和をあたえたのであろうか。

イギリスi攻rnが議会に提出してし、た年次報告のひとつ

に『インドにおける衛生的措置についての報告』 （Report

on Sanitary Measures in India）というものがある。

これは，第 1章で「ヨーロツパ人の軍隊」つまりインド

に駐屯する fご子リス本国軍（BritishArmy）の衛生問題

全，第2宣告で I:l丸池入の軍隊jすなわちイギリス将校が

指揮するインド箪（IndianArmy）のそれを扱い，第3章
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以下でようやく，般住民を問題にしているのイギ！）ス統

治下で一般住民の死亡事が非常に高かったことを考え合

わせるなら，イギリス当局が軍事にいかに重大関心をは

らっていたかがよみとれるのである。本国軍の駐屯費な

どの負担のため，軍事費の比重も非常に大きなものであ

った。住民数の大きさを考えるなら，軍隊の規模は大きく

なかったといえるかもしれない。しかし，必要に応じて

いかに敏速に本国から増援粛を派遣するかはイギリス全

戦略のひとつのポイントであった（注宮）。これらは侵絡へ

の対抗のためであるというかもしれない。しかし河大

戦におけるインドからの大量動員はインドの妨衛とは無

関係になされた場合が多く，たとえば第2次大戦では‘

インド箪最精鋭の第4師団は fンド自体の危機をよそに

アブリカで独伊箪との戦闘に投入されていた（注101。1947

年にイギリスが 200年をこえるその支持己を終結してイン

ドから撤退することを決意したときに決め手となったも

のは，結局はインド人の軍隊をもはや統制することがで

きず，また本；凶’暗記を大量に駐l包させつづける余力もない

とL、う認識であ・.）た（注11)。

第ら， m事。

この領域の意義につし、てはすでにある純度λ、jしてきた

が，本館jにのぺる五つの研究領域では移民とともにこれ

までfl本切でほとんどとりあけ、られてし、ない分野であろ

フ。

この領域は制度論，戦争史，軍事技術史，戦略論など

に分けることができるが，ここでは常国の返事史を制度

聞から簡単にスケッチしてみよう。

ワーテル口ーからボーア戦争史での80年以上のあい

だ，イギリスにとってはクリミア戦争以外にゴーロヅノミ

の戦争はなく，この怠味で：，y.和がつ／）＼，、た。しかし、こ

の間にもイギリスが地球kのどこかで征月混戦争を行なわ

なかった年はほとんど 1年もなかった世1針。これには海

濯もひんぱんに参加した。かつてヴ fクトリア女主はラ

・パス〔ボリビヤ］を干同監で砲雪量せよと命じたL、といわ

れる（ボリピヤに泌はなL、） (iU針。 LかしjJ伎は陸軍？，

I述隊は2火隊市I］でそのどちらかー々の大隊はつねに泌

外にあ，Jたから，陸＇.11＇！＇.全体としても京外兵力は約半数で

あ.，tょ。通例大隊よりも大きな単位の編成はなく‘その

忠、時；で小畑樵な純民地戦用の'ii,'.隊であって， i、ィヘワ

ランスなどのヨ一日ツパの｜絵筆閣が将縄戦争 (1866年）

や11イム！被守子（1870｛ド〕で近代戦の経験全へたのにたい L

ぷ…γ戦争（99～02年）ではじめてその沈干しをろ；久そ

れを通じて第 l次大戦にそねえることになった。
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j二にのべた陸軍とは本国箪のことであるが，このほか

にインド軍がおかれていて，イギリス陸軍はこの2本だ

ての構成であった。帝国の内部では，カナダなどの自治

領はそれぞれわずかな軍備をもつのみであり，インド以

外の植民地では，一般に潤接続治に多く依存していた上

に．南アフワカがアフリカ人の武装につよく反対したた

め（注14），植民地軍の養成はあまりみられなかった。この

ため，帝国内で主主備をもつのは事実上イギリスとインド

のみであった。河大戦では自治領諸国も兵を送ったが，

有名な1942年10月の第2次エルーアラメイン戦調での帝

国軍の編成は本国軍3倒的lil，オーストヲワア，エュー

ジーランド，南アフリカ，イン F各 11国節団で（注1日3 エ

ジヅトでの戦いであるにもかかわらず南アフリカ以外は

アブワカ人の軍隊をかいているのが注目される。

インドはこのようにイギリス植民地のなかでも軍事的

iことくに重要な価値をもっていた。かつてのイン l'W.

(i, 1 ＞ドとパキスタンの分別と！司待；こ両国間に分割さ

れた。今日のこれら両国の軍隊は軍事部でのイキリスサ？

閣の最大の遺産であろう。

戦争ま：と軍事技術史に〆丸、てはここではふれないが，

戦絡1治については仕すびの項で今 r，（.~. れる。

( ct 1 ) .'r岡昭ぶ「イヤリスヲw1封史研究の現状と方

WJ (If'社会科学のJJ/ld7巻8匂 1974年8JJ）。

（泊二2) Paxtonラ op.cit., pp. 116-119. 

（；！ムヨ） イギリス統治下のインドからの労働移民iζ

i鳴するイギワスの政治学者ティンカーの著約は，イギ

') 7、人による持凶5たの学問的な批判jといえるかもしれ

なL、。 Tinker，日.， A. New System of Slavery, 

Lo以 Jonぅ New York and Bombay, Oxfoγd Univ. 

Pre日， 1974.J iよu:separateand Unequal, London, 

C. Hurst & Co., 1976. 

(;i 4〕 Butler,D. and A. Sloman, Rritish Pu・

litical Faιts 1900-197.5, 4th ed., London and Ba-

singstoke, Macmillan, 1975, p. 26前

(, 3日） Times, 27 '.vfay, 1976. 

(;iβ ） Times, 9 June, 1976. 

( it 7) Times, 10 June, 1976. 

(; i 8〕 i¥Study (;roup, ojJ. cit., pp. 2:32 .z;3り，

(i:L 9 ) Dilke, C. W. and S. Wilkinson, Imperial 

Defence, London and New York, l¥facmillau, 1892, 

pp. l(i9-l円9.

(,ilの） Baγ：1ett, oρ. cit., p. 43ι． 
(LUl) たとえば1947{!'.3JJ 5 i iのクワッブ λの下
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院演説をみよ。 Philips,C. H., ed., The Evolutio問

。fIndia and Pakistan 1858 to 1947, London,O宝fo<l

Univ目 Press,196口~. pp. 393ベ397.

（注12〕 たとえば Farwell,B., Queen Victoria's 

Little Wa円， London, Penguin Books, 1973.を参

照。

（注13) Kennedy, J., The B削 iness of War 

(Edited by B目 Fergusson), London, Hutchinson, 

1957, xi目

〔注14) A Study Group, op. <'it., pp. 79, 265. 

（注15) Barnett, op. cit., p. 451. 

むすび

小稿は，イギリス帝国およびコモンウエルスを研究す

るにあたっての時代的限定の問題，地域的範囲の問題，

批判的視角の問題，および研究の諸領域の問題につい

て，筆者のフ。ランを提唱したものである。もとより，こ

のような研究は個々人のよくなしうるところではない。

この提唱がなんらかの形の共同の計画として実をむすび

うるならまことに幸ν、である。

一一四時アジア経済研究所刊行

大内 穂編

インド憲法の制定と応用

研究参考資料 253/B5判／282ページ／1900円

山口博一編

現代インド政治史試論

研究参考資料 239/B5判／164ページ／1100円

山口博一編

インドの経済政策と諸階層

研究参考資料 240/B8判／272ページ／1800円

64 

筆者自身は，当面つぎの二つを諜題とする予定であ

る。その第1は， Nの政治の項にのべたイギソスの君主，

政治家，軍人の伝記の研究であり，とくにバーマースト

ンからチャーチルにいたる約10人の主要政治家たちのそ

れのなかに帝国とコモンウエルスの変化をあとづけるこ

とである（注1）。

その第2は， IVの軍事の項にあげた帝国およびコモン

ウエルス戦略の研究であり，とくに1880年代から今日ま

での，すなわち Iにのベた区分による第3期以後におり

るその発展のなかに帝国およびコモンウエルスの各部分

の比重や役割の変化をさぐることである［注2）。

(il二1) このうちでボールドウィンについては，そ

のインドとの関係を中心に簡単な検討をおこなった

（前崎拙稿〕。

(112) この点ではひとつの期間についてスケッチ

をおこなった。拙稿「第 1次大戦以前の時期における

イギリス戦略史の概観」 （板担輿ーほか編『原質天教

綬古総記念論文集』勤草書房 1977年〉。

（調査研究部主任調査研究員）

政憲問題は今日のインド政治の争点である。本書は，特

に統治機構と人権保障という 2大問題を重点とする。

独立後インド政治の通史的概観を示す論文と，西ベンガ

ル州政治史，政治腐敗史に関する論考を収録。

インド、資本主義識をめぐって，初期経済計割論，賃労働

fi・，農業労働者，農業政策に関する論考を収録。

アジア経済出版会発売一一
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